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②

審
議
日
程
（
９
月
定
例
会
）

11
日　

開
会

　

市
長
提
出
議
案
提
案
理
由
説
明

17
日　

個
人
質
問

　
　

川
村　

貞
夫
（
新
こ
う
ち
未
来
）

　
　

迫　
　

哲
郎
（
日
本
共
産
党
）

　
　

平
田　

文
彦
（
保
守
・
中
道
ク
ラ
ブ
）

　
　

長
尾　

和
明
（
市
民
ク
ラ
ブ
）

　
　

島
﨑　

保
臣
（
日
本
共
産
党
）

18
日

　
　

岡
﨑　

邦
子
（
市
民
ク
ラ
ブ
）

　
　

髙
木　
　

妙
（
公　

明　

党
）

　
　

福
島　
　

明
（
保
守
・
中
道
ク
ラ
ブ
）

　
　

は
た　
　

愛
（
日
本
共
産
党
）

　
　

深
瀬　

裕
彦
（
市
民
ク
ラ
ブ
）

19
日

　
　

髙
橋　

裕
忠
（
山　

嶽　

会
）

　
　

大
久
保
尊
司
（
公　

明　

党
）

　
　

戸
田　

二
郎
（
新
こ
う
ち
未
来
）

　
　

岡
﨑　
　

豊
（
市
民
ク
ラ
ブ
）

20
日

　
　

横
山　

公
大
（
保
守
・
中
道
ク
ラ
ブ
）

　
　

西
森　

美
和
（
公　

明　

党
）

　
　

浜
口
佳
寿
子
（
日
本
共
産
党
）

　
　

下
本　

文
雄
（
日
本
共
産
党
）

24
・
25
日　

常
任
委
員
会

30
日　

予
算
決
算
常
任
委
員
会
全
体

　

会
２
日　

常
任
委
員
長
報
告　

採
決

　

追
加
議
案
提
案
理
由
説
明　

採
決

　

閉
会

平
成
30
年
度
決
算
を
認
定
し
ま
し
た

　

９
月
定
例
会
で
は
、
平
成
30
年
度

決
算
の
認
定
議
案
３
件
が
提
出
さ
れ
、

い
ず
れ
も
賛
成
多
数
で
認
定
し
ま
し

た
。

　

30
年
度
の
決
算
収
支
は
、
普
通
交

付
税
が
当
初
の
想
定
ほ
ど
伸
び
な
か

っ
た
こ
と
や
、
地
価
の
下
落
や
評
価

替
え
に
伴
う
固
定
資
産
税
の
減
少
な

ど
厳
し
い
財
政
収
支
と
な
り
ま
し
た

が
、
２
つ
の
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金

で
３
億
円
を
超
え
る
不
用
が
発
生
し

た
こ
と
な
ど
か
ら
、
財
政
調
整
基
金

や
減
債
基
金
を
取
り
崩
す
こ
と
な
く

収
支
の
均
衡
を
保
つ
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。

　

し
か
し
、
今
後
も
公
債
費
負
担
が

高
水
準
で
推
移
す
る
な
ど
、
厳
し
い

状
況
が
続
く
こ
と
か
ら
、
決
算
を
も

と
に
今
後
の
財
政
運
営
等
に
つ
い
て

質
疑
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
収
支
不
足
の
改
善
に
つ
い
て

問

令
和
４
年
度
ま
で
の
５
年
間

に
見
込
ま
れ
る
収
支
不
足
に
つ
い
て

聞
く
。

答

財
政
健
全
化
プ
ラ
ン
で
は
、

収
支
不
足
額
１
１
７
億
円
の
う
ち
、

平
成
30
年
度
分
と
し
て
９
億
円
の
収

支
不
足
を
想
定
し
て
い
た
が
、
基
金

を
取
り
崩
す
こ
と
な
く
４
億
７
千
万

円
余
り
の
黒
字
を
確
保
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
30
年
度
の
収
支

改
善
額
は
約
14
億
円
と
な
っ
て
い
る

が
、
そ
の
う
ち
約
５
億
円
は
、
本
年

度
に
国
費
の
返
還
が
必
要
と
な
る
経

費
で
あ
り
、
実
質
的
に
は
約
９
億
円

の
収
支
改
善
と
な
る
。

　
財
政
の
硬
直
化
に
つ
い
て

問

経
常
収
支
比
率
が
平
成
29
年

度
の
96
・
３
％
か
ら
30
年
度
98
・
４

％
と
悪
化
し
、
財
政
の
硬
直
化
が
進

ん
で
い
る
要
因
に
つ
い
て
聞
く
。

答

要
因
と
し
て
は
、
給
食
セ
ン

タ
ー
や
オ
ー
テ
ピ
ア
の
開
設
、
人
事

院
勧
告
等
に
伴
う
人
件
費
・
物
件
費

の
増
、
民
間
保
育
所
や
認
定
こ
ど
も

園
運
営
費
負
担
金
に
係
る
扶
助
費
の

増
、
国
の
地
方
財
政
状
況
調
査
作
成

要
領
の
見
直
し
に
伴
い
、
投
資
的
経

費
等
の
一
部
を
経
常
経
費
へ
振
り
替

え
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　
財
政
見
通
し
に
つ
い
て

問

今
後
の
公
債
費
負
担
に
つ
い

て
聞
く
。

答

近
年
、
緊
急
防
災
・
減
災
事

業
債
を
活
用
し
、
新
庁
舎
の
建
設
、

学
校
や
保
育
園
施
設
の
耐
震
化
、
消

防
署
等
の
建
設
な
ど
南
海
ト
ラ
フ
地

震
対
策
を
積
極
的
に
進
め
て
い
る
た

め
、
起
債
残
高
は
再
び
増
加
に
転
じ

て
い
る
。

　

公
債
費
の
支
払
い
は
、
令
和
６
年

度
ご
ろ
ま
で
１
８
０
億
円
前
後
の
高

い
水
準
で
推
移
す
る
見
通
し
で
あ
る

が
、
昨
年
度
策
定
し
た
財
政
健
全
化

プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
今
後
10
年
か
ら

20
年
の
中
長
期
の
目
標
と
し
て
、
一

般
財
源
な
ど
で
公
債
費
を
負
担
す
る

比
率
で
あ
る
実
質
公
債
費
比
率
で
10

％
未
満
、
将
来
の
債
務
負
担
割
合
で

あ
る
将
来
負
担
比
率
で
１
４
０
％
未

満
を
掲
げ
、
中
長
期
で
取
り
組
ん
で

い
く
。

問

将
来
負
担
額
の
各
項
目
の
特

徴
や
課
題
に
つ
い
て
聞
く
。

答

一
般
会
計
等
の
地
方
債
残
高

お
よ
び
公
営
企
業
債
等
繰
入
見
込
額

の
残
高
は
、
今
後
は
緩
や
か
に
減
少

す
る
と
想
定
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
当
面
の
公
債
費

負
担
を
減
ら
す
た
め
、
償
還
期
間
を

延
長
す
る
借
り
換
え
を
検
討
し
て
い

る
。
ま
た
、
将
来
負
担
を
減
少
さ
せ

る
た
め
、
投
資
事
業
費
を
着
実
に
抑

制
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

予
算
決
算
常
任
委
員
会
で
の
質
疑

問

中
山
間
地
域
の
振
興
を
図
る

地
域
振
興
基
金
の
取
り
崩
し
に
つ
い

て
聞
く
。

答

中
山
間
地
域
が
実
施
し
て
い

た
事
業
の
う
ち
、
地
域
振
興
基
金
の

利
息
を
財
源
に
充
当
し
て
い
た
ソ
フ

ト
事
業
は
、
過
疎
債
（
交
付
税
措
置

の
あ
る
起
債
）
を
充
て
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
過
疎
債

を
財
源
と
し
て
充
当
で
き
る
期
間
は

不
透
明
（
時
限
措
置
）
で
あ
り
、
今

後
は
過
疎
債
を
使
え
な
く
な
る
可
能

性
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
基
金
の
取
り

崩
し
に
つ
い
て
は
慎
重
に
対
応
し
て

い
く
。

問

収
益
事
業
特
別
会
計
に
つ
い

て
、
特
別
競
輪
の
開
催
が
な
け
れ
ば
、

収
益
の
改
善
が
で
き
な
い
の
か
。

答

特
別
競
輪
が
な
い
場
合
は
、

こ
れ
ま
で
も
記
念
競
輪
で
収
益
を
上

げ
て
お
り
、
今
後
も
さ
ま
ざ
ま
な
取

り
組
み
で
黒
字
を
確
保
し
て
い
き
た

い
。問

水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
、

漏
水
調
査
は
管
路
総
延
長
の
う
ち
、

ど
の
程
度
実
施
し
て
い
る
か
。

答

布
設
し
て
10
年
以
上
が
経
過

し
た
管
路
を
対
象
と
し
て
お
り
、
昨

年
度
は
総
延
長
約
１
５
０
０
キ
ロ
メ

ー
ト
ル
の
う
ち
、
３
分
の
２
に
当
た

る
１
０
０
９
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
を
調
査

し
、
漏
水
箇
所
３
８
０
件
の
修
繕
を

行
っ
た
。

問

施
設
型
病
児
保
育
事
業
の
現

状
と
、
新
規
補
助
事
業
の
訪
問
型
病

児
保
育
事
業
を
委
託
事
業
に
す
る
考

え
は
な
い
か
。

答

ス
ペ
ー
ス
等
の
課
題
に
よ
り
、

施
設
型
の
定
員
増
や
、
新
設
は
簡
単

で
は
な
い
。
民
間
事
業
者
に
よ
る
、

訪
問
型
事
業
に
補
助
金
を
創
設
し
、

利
用
者
負
担
を
施
設
型
と
同
額
に
す

る
こ
と
で
、
利
用
者
増
を
期
待
し
て

い
る
。


